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IEAのWorld Energy Outlook 2007では、2030年の原子力エネルギー需要は、現状

 

の約2.4倍になると試算されている（450安定化ケース）。この達成のために、以下の措

 

置・取組が必要。
○エネルギー技術に関する経済性等のライフサイクル評価
○原子力エネルギーの安全性、信頼性等についての国民との相互理解の促進

地球温暖化対策に貢献する原子力技術

原子力技術のロードマップ（主要なもの）原子力技術のロードマップ（主要なもの）

○原子力発電関連技術では、これまで世界的に原子力発電所の建設が停滞し
ていたこともあり、建設能力のある主要なメーカーは、東芝－ＷＨ（米）、日立－

ＧＥ（米）、三菱、アレバ（仏）の４連合の他、アトムプロム（露）に集約。
○日本は、産業技術力の面でやや先んじているが、米仏露の主要メーカーと

比べ、海外市場への対応は遅れており、国際競争力の維持、発展が重要。
○地球規模でのCO２

 

排出削減、持続的社会の構築に貢献するためには、短期
では既存軽水炉の高度化、次世代軽水炉の開発による経済性等の更なる向上、
中長期では、高速増殖炉サイクル技術、核融合技術による持続的な安定供給
確保や原子力での水素製造技術によるエネルギー供給の多様化等の取組みが
求められており、日本の高い技術力を活かした積極的取組が必要。

○電力分野は、二酸化炭素排出量（直接排出）の約３割を占め、今後も大き
な伸びが予想されている。また、低炭素技術の導入機会も多く、当該分野
での削減対策は重要課題。

○原子力は発電過程で二酸化炭素を排出しない供給技術の中で、水力と並
んで、最も供給規模の大きなものの一つであり、供給基盤を担える技術。

○エネルギー安定供給を図りつつ、2050年までに世界の温室効果ガスの排
出量を半減するためには、省エネの促進、再生可能エネルギーの最大限
の利用と並んで、地球規模での原子力の利用の拡大が不可欠。

○原子力の利用の拡大のためには、安全性の向上等、利用への不安に応
える研究開発や更なる持続性のための研究開発が重要。

CO2 削減の技術ポテンシャル 技術の国際展開普及シナリオ／必要な措置

温室効果ガスの排出削減に大きく貢献している原子力技術 ベンチマーク／技術の意義

出典：IPCC第4次評価報告第3WG報告書
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排出量の推移
（直接排出）

住宅及びサービ

 

ス

2000 2010 2020 2030 2040 2050
●次世代軽水炉●次世代軽水炉

・耐震安全の確保、高経年化対策の実施、高燃焼度化等の高度利用
・検査システムの高度化等による設備利用率の向上

（経済性（建設後期30ヶ月以下）、持続可能性（プラント設計寿命80年）、立地制約（免震技術の採用）の向

●中小型炉●中小型炉

●●安全確保を大前提とした安全確保を大前提とした現行軽水現行軽水炉の炉の高度利用高度利用

・国内リプレース対応
・世界標準炉として海外市場へ展開

・要素技術の開発

0

100

200

300

400

500

600

700

800

1
次

ｴﾈ
ﾙｷ

ﾞｰ
消

費
量

(E
J

)

従来型化石ｴﾈﾙｷﾞｰ ＣＣＳ化石ｴﾈﾙｷﾞｰ 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ 原子力

約約

 

--2020％％

2005年

標準ｼﾅﾘ

 

ｵ 450安定化ｹｰｽ

出典：IEA：World Energy Outlook – 2007

2030年時点で、

○ｴﾈﾙｷﾞｰ消費
現状の約1.2倍

（標準ｼﾅﾘｵ比約

○従来型化石ｴﾈﾙｷﾞｰ
現状の約0.95倍

○原子力ｴﾈﾙｷﾞｰ
現状の約2.4倍

○再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
現状の約2.1倍
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2050年に排出量半減
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現在世界に約370GWの発電容量をもつ原子力発電を、火力発電（LNG）で代替し

 

た場合と比較して、年間11億トン（世界の排出量の4％）のCO2排出を削減。これを、

 

国内も含めて、世界の原子力発電所が欧米並みの設備利用率で運転することがで

 

きれば更に年間8000万トンのCO2排出削減が可能。加えて、世界で建設中の34基

 

（2780万kW）の原子力発電所が運転開始
すれば1.2億トンの排出削減が
可能。（LNG火力代替との比較）

またIEAのWorld Energy
Outlook 2007では、IPCCの

評価における最も低い温室効
果ガス安定化レベルある450
ppmの達成のために、原子力
発電の電力量が6560TWhに

増加する必要性を示唆。
これを実現することにより、

LNG火力代替との比較で、年
間27億トン（2030年の世界の
排出量の12%）のCO2排出削

減が可能。

・放射性廃棄物処理、処分技術等、

核燃料サイクル技術、廃止措置技術

◇革新的な環境エネルギー技術の実現に貢献

 

・高機能半導体、燃料電池・水素貯蔵材料、高発電効率太陽電池パネル等の開発の基盤技術

◇量子ビームテクノロジーによる地球環境保全技術◇量子ビームテクノロジーによる地球環境保全技術

◇原子力利用を支える基礎基盤技術◇原子力利用を支える基礎基盤技術
・安全、核不拡散の確保等

現在、少なからぬ数の国が、地
球温暖化対策の強化およびエネ
ルギー安定供給確保の観点から、
原子力発電の規模を増大したり、
新たな導入を検討している。

我が国としては、原子力産業の
国際展開を推進するとともに、第
４世代原子力システムに関する国
際フォーラム(ＧＩＦ)、国際原子力エ
ネルギー・パートナーシップ(ＧＮＥＰ)、

 

ＩＴＥＲ計画等、原子力の研究開発に

 

係る二国間、多国間の枠組みを通じ

 

研究開発の効果的、効率的推進を

 

図る。
また、IAEAを中心に、原子力を安

 

定的に利用するための国際的な核

 

燃料供給保証の議論も進んでおり、

 

我が国はこれらに、主要なメンバー

 

として積極的に参画している。

Generation IV International Forum

ＧＮＥＰ：Global Nuclear Energy Partnership
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排出特性

発電過程からの排出

その他の過程からの排出
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各種発電ﾌﾟﾗﾝﾄの、ﾗｲﾌｻｲｸﾙ評価に基づくCO2

 

排出原単位算出結果

（高、低：同ｶﾃｺﾞﾘ中のﾌﾟﾗﾝﾄで、最大または最小の値）
（CCS：炭素回収・貯留技術適用ﾌﾟﾗﾝﾄ）

出典）Comparison of Energy Systems Using Life Cycle Assessment, WEC, 2004より作成
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・実用規模の水素製造の実証 ●●原子力による革新的水素製造技原子力による革新的水素製造技

（実証を経て、経済性、安全性、信頼性の一層の向上を図り、大型炉とは異なる市場を対象として、世界展開を実

●高速●高速増殖増殖炉炉

・商業炉
ウラン資源利用率の飛躍的な向
放射性廃棄物の大幅な減少

・原型炉「もんじゅ」

・実証炉

実験炉「常陽」(茨城県大洗町）
77年臨界、現在まで運転中。

原型炉「もんじゅ」（福井県敦賀市）
94年臨界、現在、運転再開準備中。

・要素技術の開発

核融合炉
ITER計画
幅広いアプローチ建設 運転 実用化の目途

１

CO２

 

を排出しない水素製造技術の実現
熱→水素の効率は、40～50％、熱→電気→水素の効率は、19～24％

・水素製造技術の確証
・HTTRによる実証・実用化データ取得

【民主導の取組を国が支援】
・大幅なコンパクト化
・メンテナンスコストの低減
・導入国のニーズへの対応

海外市場への展開
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ビジョン１ 

既存原子力発電技術が温暖化対策に

貢献 
○ ○ ○        

ビジョン２ 

改良技術が長期的な温暖化対策に貢

献 
 ○ ○ ○ ○      

ビジョン３ 

革新的原子力エネルギー技術による

貢献 
  ○   ○ ○    

ビジョン４ 

原子力エネルギー技術が熱源として

貢献 
  ○     ○   
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原子力科学技術が、技術革新に貢献         ○ ○

 

○科学的・合理的な規制の整備
○他のエネルギー技術分野との

 

連携
○原子力エネルギー利用が温暖

 

化対策として有効であることの

 

コンセンサスの形成促進、並び

 

に安全、核不拡散、核セキュリ

 

ティを確保する体制強化
○我が国の科学インフラの充実

 

のための基礎・基盤研究
○技術移転に関するネットワーク

 

整備、世代を超えた知的財産

 

管理及び人材育成等に関わる

 

適切な取組


